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『介護現場における
生産性向上に向けて』
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介護・障害福祉事業者による横断的（法人・サービス種別）組織体制

「産業化の推進」・「生産性向上の推進」を2大テーマとする。

当団体について

法人形態 一般社団法人
法人名 全国介護事業者連盟
設立年月日 2018年6月
本部所在地 東京都千代田区麹町4丁目
代表者 斉藤正行

介護・障害福祉事業者会員数 ： 2,049社 13,868事業所
※令和4年6月現在
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介護現場における
生産性向上に向けた課題
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◆生産性向上のビジョンが不明瞭である。
⇒介護現場における生産性向上の実現イメージの共有が必要

◆生産性向上の定量的な定義が不明瞭である。
⇒アウトプットである「サービスの質」「人材の定着」の定量化に課題

◆生産性向上に向けた「ガイドライン」の活用が不十分である。
⇒素晴らしいガイドラインであるものの業界内認知度に課題

◆文書負担が膨大、自治体・事業所間のデジタル化が遅れている。

◆介護現場の業務分解、工数分析が不十分である。

◆介護現場のITリテラシーが不十分である。

◆生産性向上に向けた効果的なツール・機器が限定的である。
⇒一部成果の高いツールも存在するが、多くはまだ開発途上である

etc…

介護現場における生産性向上に向けた課題
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介護現場における
生産性向上に向けた要望事項
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介護現場における生産性向上に向けた要望事項

② ICT機器等の活用に伴う人員要件緩和の実証実験の推進
とともに、専門職種や資格要件の見直し

① 生産性向上の定量化に向けた『LIFE』の更なる推進

③ 『ガイドライン』の現場認知度向上に向けた予算確保

④ ICT機器等の活用への事業者向け補助金の拡充とともに、
ケアテック企業に対する開発補助金の予算確保

９

⑥ 介護現場における生産性向上実現ビジョンの策定

⑤ 文書負担軽減に向けた過度なローカルルールの解消促進
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介護分野における生産性向上に向けた最も大きな阻害要因の１つが、生産性
向上の定義が定量化されていないことであり、「サービスの質向上」と「人材の定
着・確保」をアウトプットとすることが示されているものの「サービスの質」が定量化
されておらず、生産性向上の有無を検証することが困難であり、様々な政策が推
進され難い状況です。
令和3年度介護報酬改定において、科学的介護情報システム『LIFE』の本格運
用が開始され、サービスの質の定量化に向けた１つの参考指標が示されることと
なりました。
当連盟では、科学的介護、自立支援・重度化防止の推進に不可欠な『LIFE』
が生産性向上の推進にも最優先課題であると考えており、次期介護報酬改定に
おいて、『LIFE』に関連する加算の大幅な拡充と、サービス分類の拡大、アウトカ
ム評価を拡充頂くことを強く要望致します。

介護現場における生産性向上に向けた要望事項

① 生産性向上の定量化に向けた『LIFE』の更なる推進
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介護分野における生産性向上に向けた阻害要因の１つが、人員基準要件です。
前述した「サービスの質」の定量化を行い、「サービスの質」と「人材の定着・確保」
を行うことを条件として、要件緩和の検討をお願いしたいと思います。
『介護ロボット等による生産性向上の取組に関する効果測定事業』において進め
らている実証に基づく検討の更なる推進を強く要望致します。
また、当連盟では、介護職員の人員配置要件の緩和もさることながら、医師、看
護師、介護支援専門員、生活相談員、サービス提供責任者、機能訓練指導員、
栄養士等のその他専門職種の人員配置要件の見直しや、それら専門職種の資
格や該当基準の要件についても、合わせて、「サービスの質」と「人材の定着・確
保」を行うことを条件として、要件緩和の検討を要望致します。

介護現場における生産性向上に向けた要望事項
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② ICT機器等の活用に伴う人員要件緩和の実証実験の推進
とともに、専門職種や資格要件の見直し
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『介護サービス事業における生産性向上に資するガイドライン』は大変素晴らし
い内容であり、現在、このガイドラインを基軸とした生産性向上に向けた様々な
政策が実行されているところであります。しかしながら、このガイドラインが残念な
ことに介護現場で有効に活用されているとは言い難い状況にあります。そもそも
認知度が十分でないこと、また内容は素晴らしいものの量が膨大であり、現場が
取り組む意欲が生じ難いことなどが要因であると考えられます。
このガイドラインの現場認知度向上に向けた取組に対する予算を大きく拡充頂
くことを強く要望致します。
具体的には、例えばまずはガイドラインを活用しようという意欲を持たせるため
の取組に注力することや、現状のガイドラインの簡易版を作成するなどの創意工
夫を行うとともに、介護事業者に対する「生産性向上セミナー」や、「ガイドライン
活用方法勉強会」等の開催に対する予算確保ならびに関係団体に対する事業
委託等の検討を強く要望致します。

介護現場における生産性向上に向けた要望事項

１２

③ 『ガイドライン』の現場認知度向上に向けた予算確保
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介護現場における生産性向上に向けて、DXの推進、AIやICT機器・ロボット活
用が急務であり、政府においては、事業者のDX推進に向けた補助金等含めた
支援策を多数講じて頂いており感謝申し上げます。
引き続きこれら支援策の更なる拡充を要望致します。他方で、これら支援策の
活用により介護現場のDX化は着実に推進されていますが、活用すべきICT機器
やロボットの多くは、将来の可能性は秘めているものの、現時点においては十分
に現場の生産性向上に寄与するとは言い難いツールが多数であり、現場で効果
的に活用できるツールは極めて限定的であると思います。
真に現場の生産性向上を実現できる機器の開発には、中長期視点での戦略
が必要であると思います。現在、これら機器開発を行うケアテック企業に対する
開発等の補助は中小企業に対する「ものづくり補助金」など極めて限定的かつ、
少額での支援であります。介護現場のDX化の推進、生産性向上に向けて、先
進的な取組みを行っているケアテック企業に対する開発補助金等の予算確保
を検討頂けることを強く要望致します。

介護現場における生産性向上に向けた要望事項

１３

④ ICT機器等の活用への事業者向け補助金の拡充とともに、
ケアテック企業に対する開発補助金の予算確保
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政府・厚生労働省等において、文書負担軽減や、デジタル化の推進、過度なロ
ーカルルールの見直しに向けて様々な取組を実践頂いていることに感謝申し上
げます。その上で、更なる推進をお願いするとともに、とりわけ、過度なローカルル
ールの改善について注力を頂きたいと思います。合わせて、文書量の削減のみ
ならず、そもそも作成する文書の種類を削減頂くことを強く要望致します。

介護現場における生産性向上に向けた要望事項

１４

⑤ 文書負担軽減に向けた過度なローカルルールの解消促進

⑥ 介護現場における生産性向上実現ビジョンの策定

介護分野における生産性向上に向けた大きな阻害要因のひとつは介護現場
の生産性向上に対する忌避感や苦手意識です。それを取り除くためには、介護
現場に対し、生産性向上が実現された後に、どのような未来が待っているのか期
待感の持てるビジョンを示すことが重要であると考えます。「介護現場における生
産性向上ビジョン」のようなものを策定し、政府が強いリーダーシップのもと推進頂
くことを要望致します。また、当連盟では、大阪・関西万博２０２５のシグネチャーパ
ビリオンへの協賛を行います。パビリオンにおいて「新しい介護の未来」を発信す
る準備を進めており、政府による支援策をお願いしたいと思います。

産
業
化
の
推
進
・
生
産
性
向
上
に
向
け
た
事
業
者
の
横
断
的
組
織


